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＊１　国内関連会社 

 事 業 内 容  会 社 名  

・対象期間　２００４年４月１日～２００５年３月３１日 

・対象範囲　環境マネジメントについてはハリマ化成国内単体（本社、研究所、７工場、

営業所）及びハリマＭＩＤについて記載しています。 

　　　　　　環境パフォーマンスデータは、ハリマ化成国内単体、ハリマＭＩＤ及び国

内関連４会社＊１について記載しています。 

・記載項目　環境省の「環境報告書ガイドライン（２００３年度版）」、及び「環境情報の

提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に

関する法律（環境配慮促進法）」（２００５年４月１日施行）を参考にしました。 



ごあいさつ 

　ハリマ化成は創業以来、再生可能な植物資源「松」から得られる有効物質を付加価値の高い工業製品

に変えてお届けすることで、環境にやさしい資源循環型企業として事業展開してまいりました。 

  

地球温暖化問題への取り組み 

　地球規模での環境保護が叫ばれる中、温室効果ガス排出量の削減を取り決めた京都議定書が２００５年

２月に発効されました。この削減目標達成に向け、私たち事業者が企業活動の一環として着実な取り組みを

行うことは脱温暖化社会の構築に向け、重要な意味をもちます。 

　当社では時期同じくして３月に、加古川製造所内にトール油副産品をバイオマス燃料とした発電ボイラー設

備が完成し稼動を始めております。この設備は自社の蒸気・電気を賄うだけでなく、余剰電力は新エネルギー

として販売しております。この事業は経済産業省の「新エネルギー事業者支援対策事業」として認定を受

け、国の補助金事業として実施しており、今後温室効果ガスである二酸化炭素の削減に寄与できると考え

ています。 

　地球温暖化防止「国民運動」の一環として、環境省の提唱する「夏の軽装運動：クール　ビズ」を全社で

実施しております。夏の軽装運動については、すでに数年前より大阪本社で実施していましたが、今年より全

社実施といたしました。 

  

製品のグリーン化 

　電気・電子・情報機器において、製品使用時の人体への影響や廃棄時に環境を汚染する化学物質（六

価クロム、鉛、カドミウム、水銀など６物質）を可能な限り削減していくという観点から、ＥＵではＲｏＨＳ（電気電

子機器の特定有害物質使用制限）指令が２００６年７月より適用されます。これに対応すべく各社グリーン調

達基準が定められており、これらの要請に積極的に対応し、原料・工程・製品のグリーン化を進めています。 

  

企業としての社会的責任の推進 

　企業は環境に関してだけでなく、常に社会から信頼される企業であることが求められています。当社は

２００３年に「企業行動基準」を制定しコンプライアンス体制の強化をはかり、企業倫理委員会、リスクマネジメ

ント委員会を発足しており、企業としての社会的責任を着実に果たしていきます。 

  

　今年で３回目の環境報告書の発行となります。この報告書を通して、当社が「環境先進企業」をめざし、

どれだけの行動をしているかを多くの方 に々知っていただき、ご理解をいただくと共にご支援・ご意見を賜わ

れば幸いに存じます。 

                                              　　　　　　　　　　  ２００５年９月　 
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環境との共生を社会的責任と認識し 

　　　　　環境先進企業をめざします。 

・

・

・

代表取締役社長 
　 



会社概要（２００５年３月３１日現在）  

社　　名　ハリマ化成株式会社    

設　　立　１９４７年１１月１８日 

資 本 金　１００億円  

大阪本社　大阪市中央区今橋４丁目４番７号 

東京本社　東京都中央区日本橋３丁目８番４号 

従業員数　４１５名    

事業内容　合成樹脂、製紙用薬品、電子材料などの分野における 

各種材料の研究開発、製造ならびに販売 

研 究 所　中央研究所、筑波研究所    

工　　場　加古川製造所、東京工場、富士工場、茨城工場 

　　　　　北海道工場、仙台工場、四国工場    

営 業 所　東京営業所、大阪営業所、名古屋営業所、中国営業所  

　　　　　富士営業所、北海道営業所、仙台営業所、四国営業所 

グループ会社　 

国　　内　ハリマM.I.D.株式会社、ハリマ観光株式会社、 

　　　　　ハリマメディカル株式会社、株式会社セブンリバー、 

　　　　　ハリマ化成商事株式会社 

海　　外　ハリマUSA, INC.　プラズミン・テクノロジー, INC. 

　　　　　ハリマ・ド・ブラジル・インダストリア・キミカLTDA. 

　　　　　桂林播磨化成有限公司、杭州播磨電材技術有限公司 

　　　　　ハリマテック, INC.　ハリマテックマレーシアSDN.BHD. 

　　　　　杭州杭化播磨造紙化学品有限公司 
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売上高 

経常利益 

売上高（連結）の部門別状況 
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経営方針 

企業は様 な々リスク（問題点）に取り囲まれており、各企業はそれらのリスクを上手く抑制しながら利潤を追求しています。
当社はリスクに対応するために２００３年５月に「企業行動基準」を策定し、企業倫理委員会を設置して企業倫理を推進
してきました。２００３年１２月からリスクマネジメント検討委員会を設置し、リスクに対応するため方法の検討を行いリスク
マネジメント実施の手順書をまとめました。今後は２００５年５月に発足したリスクマネジメント委員会の活動を通して、リス
クマネジメントの強化をはかり、リスクに強い会社になり、より一層社会からの信頼を得て発展の礎としてゆきます。 

リスクマネジメント基本方針 

２７,０８２ ２８,２３１ ２７,８３４ 
３０,０４５ 
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わたしたちは、自然の恵みを、くらしに活かす企業です。        
わたしたちは、潤いのある、豊かな社会の創造を使命に 
人と技術を大切にするグローバルカンパニーを目指します。 
わたしたちは、理解し、協力し、心から信頼し合うこと 
そして知的で感性豊かなチャレンジャーであることを行動の基本とします。        
わたしたちの心は　ＹＥＳ.ナンバー１ 

理　　念 
 

私たちは、「自然の恵みをくらしに活かす」を企業理念とし、企業活動が周辺地域のみならず地球環
境にも密接に関わり合っていることを認識し、一人ひとりが環境方針に基づき環境保全活動を積極的
かつ継続的に推進します。        
１．ＩＳＯ１４００１に基づく環境マネジメントシステムの構築を行い、全従業員参加でシステムの継続的改
善を図ります。 

２．パインケミカル事業が、再生可能な天然資源の有効利用であることを意識し、環境に優しい商品
の開発に努めます。         

３．当事業所の活動、製品、サービスに係わる法規制、協定および私たちが同意したその他の要求事
項を遵守し、汚染の予防に努めます。         

４．環境目的・目標を設定し、環境実績の継続的な改善に努めます。         
　　①省エネルギーの推進　　②廃棄物の削減　　③大気汚染の軽減　 
　④有害化学物質の適正管理　　⑤排水環境負荷の削減         

５．環境教育・啓蒙活動を通じて、全従業員への環境方針の理解と意識の向上を図り、社内外におい
て環境に配慮した行動をします。 

６．この環境方針は、関係企業、地域の住民方々等の利害関係者および一般の人々にも開示します。 

環境方針 

ハリマ化成は、役員・社員をはじめ当社の組織を構成する人 （々以降全役職員と呼ぶ）ならびに住民、株主、顧客、
取引先等の関係者（以降ステークホルダーと呼ぶ）の安全・健康・利益・発展のために、当社の経営活動に重大
な影響を及ぼすリスクに的確に対処し、永続的な発展を目指します。この為ハリマ化成ならびに全役職員は自ら
の業務のあらゆる段階において、会社に悪影響を及ぼす事態の未然防止と万一発生した場合の被害の極小
化および速やかな回復を図るために責任ある行動をとります。 
 
この目的を達成するためにハリマ化成は以下の事項に取り組みます。 
１．当社の重大なリスクを早期に発見して、当社ステークホルダーへの被害を防止あるいは最小化するようにリ
スクマネジメントを実施する。 

２．社会の要請や法規・法令の変化に配慮し、コンプライアンスを最優先させたリスクマネジメントを行う。 
３．ＩＳＯ９００１　品質マネジメントシステムを活用して、顧客が満足する品質とサービスの提供と向上に努める。 
４．ＩＳＯ１４００１　環境マネジメントシステムを活用して、事業活動に伴う環境負荷の低減を行い、環境保全に努
める。 

リスクマネジメント基本方針 
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木材チップの素材としては、製材時に発生する端材および間伐材が主として利用されています。チップは、
繊維が主成分であるセルロースと繊維を結合する役目のリグニンや松脂、水分などから構成されており、化
学薬品を加え高温高圧で蒸解して繊維を取り出す一方、油脂やリグニンなどが化学薬品に溶け出し黒液
が得られます。この黒液から抽出されたものが粗トール油です。当社は、粗トール油を米国から輸入し、これ
を精留することで塗料・印刷インキ用樹脂、製紙用薬品などの主原料となるロジン、脂肪酸などの天然化学
品を製造しています。（図２） 

従来から精留時に発生する副産品を燃料として利用し、加古川製造所の熱エネルギーの大半を賄ってい
ましたが、この度、有効利用をさらに推し進める目的でコージェネレーションとしてのバイオマス発電事業を立
ち上げました。 

環境への取り組み 

ハリマ化成は、「自然の恵みをくらしに活かす」を基本理念に、操業以来、一貫して独自のテクノロジーを活
かし再生可能な植物資源「松」から得られる有効物質を付加価値の高い工業製品に変えてお届けするこ
とで、人々の生活や産業界に貢献してまいりました。（図１） 

循環型事業のしくみ 
 
 

建設資材等 

チップ パルプ 

副産品 脂肪酸 ロジン 
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紙 
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図1　当社の循環型事業のしくみ 
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図2　松から当社事業への展開 
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２００５年２月１６日に京都議定書が、国際協定として発効されたことを受け、化石燃料代替としての新エネル
ギー創出事業への関心が高まっています。現時点においてはコスト面での課題は残りますが風力発電と太
陽光発電が主たる対策として脚光を浴びている中で、バイオマス（生物資源）発電事業が第３の柱として徐々
に導入が始まり、政府の支援事業も拡大しつつあるといえます。２００２年１月にバイオマスが経済産業省か
ら新エネルギーとして追加認定され、２００３年４月には電気事業者へ新エネルギー創出を義務づけるため
の「新エネルギー利用に関する特別措置法（ＲＰＳ法）」が施行され現在に至っています。 
このような流れを受けて当社は「粗トール油を利用したバイオマス発電事業」に注目、２００３年９月に「松から
抽出された粗トール油を精留した後の排出油を燃料としたバイオマス発電事業」が経済産業省より「新エ
ネルギー事業者支援対策事業」として認定されたことを機に、２００４年６月に設備建設に着工、２００５年２月
に完成、３月から本格稼動が始まっています。 

バイオマスは、カーボンニュートラルという特性を持っていて、化石燃料代替としてＣＯ２排出量の削減に寄
与します。例えば、樹木を燃料にした場合ＣＯ２が発生しますが、そのＣＯ２は樹木が成長する際に吸収さ
れます。このように木を燃やしてもそこから発生するＣＯ２は再び植物体に吸収され、地球温暖化という観
点からプラスマイナスゼロという考えです。また、当社のＳＯｘ排出量の大部分は、トール油副産物中に含
まれる硫黄分に由来するものですが、本設備では湿式脱硫装置（水酸化マグネシウム法）を備え、大幅に
ＳＯｘ排出量を削減できます。 

環境への取り組み 

バイオマス発電設備全景 バイオマス発電の燃料：トール油副産品 

バイオマス発電 

環境負荷低減 

CO2



　環境管理体制 
当社では環境方針を掲げ、ＩＳＯ１４００１に基づく環境マネジメントシステムを展開しています。全社が一丸となってＰ

ＤＣＡ（計画、実施、評価、見直し）サイクルを回し、継続的に環境への負荷を低減し環境保全活動を進めています。

各サイト毎に環境委員会を設置し、活動計画の審議や活動結果の検討、対策・実施を行っています。さらに下部組

織を設け、省エネルギー対策や廃棄物の削減、リサイクルの推進の具体的な活動に取り組んでいます。 

当社では、環境マネジメントシステムの国際標

準規格であるＩＳＯ１４００１の認証取得を推進

しています。現在までの取得状況は右記のと

おりです。 

加古川製造所、富士工場は個別に取得し、運

用管理していましたが、東京工場取得にあたり、

加古川製造所・富士工場の２００４年６月の統合、

東京工場の登録拡大を行い三工場の統合運

用を行っています。 

環境監査 

 

ACT

PLAN

DO

CHECK

経営陣が活動状
況を確認し、見直
しを行います。 

内部監査、第三者
による監査で活動
の内容や計画の
進捗を確認します。 

年度毎に方針およ
び具体的な活動計
画をたてます。 

目標達成のため全 
員で行動します。 

第三者による環境監査
を受審し、環境マネジ
メントシステムの改善
を行っています。 
２００４.６.１７ 

実際の現場を見
ながら不適合箇所
を審査します。 

ＩＳＯ１４００１の認証取得状況 

工場名 

加古川製造所 

富士工場 

東京工場 

取得（拡大）年月 

２０００年６月 

２００２年３月 

２００４年６月 

審査登録機関 

日本化学キューエイ㈱ 

日本化学キューエイ㈱ 

日本化学キューエイ㈱ 

加 古 川 製 造 所  
ハ リ マ Ｍ Ｉ Ｄ  
中 央 研 究 所  

富 士 工 場  

東 京 工 場  

茨 城 工 場  

北 海 道 工 場  

仙 台 工 場  

四 国 工 場  

東 京・大 阪 本 社  

各 営 業 所  

筑 波 研 究 所  

ハ リ マ 観 光 ㈱  

ハリマメディカル㈱ 

㈱ セ ブ ンリ バ ー  

ハリマ化成商事㈱ 

社
　
　
　
長 

環
境
担
当
役
員 

環
境
管
理
責
任
者 

内
部
監
査
チ
ー
ム 

青色の事業所は、ISO14001を取得 
茨城工場は、２００６年６月取得予定。 
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環境マネジメント 
環境管理体制 

ＩＳＯ14001認証取得状況 
 



２００４年度の目標と実績は下表のとおりです。省エネルギーについて２００３年度実績の原単位４．７％削減を基に燃

料、電気使用量を原単位５％削減の目標をたてました。地道な省エネ活動を積み重ねしてきましたが、１％の削減に

終わりました。その要因としてバイオマス発電設備建設工事による電気使用量増加があげられます。 

廃棄物は、分別の徹底、社内処理を推進することにより社外廃棄物排出量を６％削減することができました。 

１年間の環境目的、目標の活動実績および次年
度の計画を各部署より発表し、活動成果の横
展開を行っています。２００４.６.２ 
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2004年度 2005年度 

テーマ 
 
 
 
 

省エネルギー 
 
 
 
 
 

温 暖 化 防 止 
 
 
 
 
 

廃棄物の削減 
 
 
 
 
 

化学物質の管理 
 
 
 
 
 
 

労 働 安 全 

目　標 実　績 判定 
関連 
情報 

目　標 

エネルギー使用量の 
 
原単位5%削減 
 
 
 
 
CO2原単位5％削減 
 
 
 
 
発生量10％削減 
 
工場外排出量5％削減 
 
 
 
 
ＰＲＴＲ物質排出量削減 
 
 
 
 
 
事故・災害のゼロ 
 
臭気苦情ゼロ 

原単位1％削減 
 
 
 
 
 
原単位2％増加 
 
 
 
 
1％削減 
 
6％削減 
 
 
 
 
大気排出量：23％減 
 
 
 
 
人身有休：0件 
 
人身無休：0件 
 
臭気苦情：1件 

Х 
 
 
 
 
 
Х 
 
 
 
 
Х 
 
○ 
 
 
 
 
〇 
 
 
 
 
○ 
 
○ 
 
Х 
 

p.10 
 
 
 
 
 

p.11 
 
 
 
 
 

p.12 
 
 
 
 
 

p.15 
 
 
 
 
 
 

p.18

原単位2％削減 
 
 
 
 
 
原単位2％削減 
 
 
 
 
発生量5％削減 
 
社外排出量5％削減 
 
 
 
 
大気排出量：20％減 
 
 
 
 
人身有休：0件 
 
人身無休：0件 
 
臭気苦情：0件 

判定　〇：目標を達成　　△：目標達成50％以上　　×：目標達成50％以下 

活動結果 

2004年度活動結果 



■集計方法：環境省「環境会計ガイドライン２００２年度版」および（社）日本化学工業協会の「化学企業のための
環境会計ガイドライン」をもとに一部当社の考え方も加味して集計しました。 
投資額は、償却資産への設備投資のうち、環境保全を目的とした支出額です。 

■集計範囲：ハリマ化成国内７工場：加古川製造所（研究所、ハリマＭＩＤ含む）、富士工場（技術含む）、東京
工場（技術含む）、北海道工場、仙台工場、茨城工場、四国工場および筑波研究所 

■対象期間：２００４年４月～２００５年３月 

環境保全コスト 
 

環境保全効果 

２００３年度より、環境活動に係わる活動を定量的に把握・評価するために、環境会計を導入いたしました。 

２００４年度の大きな投資額は、バイオマス発電設備（加古川製造所）、蒸気ボイラー更新工事（富士工場）でした。

大きな費用額は、研究開発費用、産業廃棄物処理費用、ＩＳＯ１４００１の維持・更新、環境測定費用などでした。 

環境保全の物量効果は、環境負荷の発生防止、抑制または回避、影響の除去等に資する取り組みの効果とし、物

量単位で測定した結果です。２００４年度は、ＳＯｘ排出量、ＰＲＴＲ対象物質の大気排出量および廃棄物排出量で

削減を達成しましたが、他の項目では残念ながら増加となりました。 

経済効果は、省エネルギー、省資源および廃棄物処理費用削減等、確実な証拠に基づいて算出できるものに限定

しました。さまざまな省エネ活動により、電気および燃料使用量削減に努め費用を削減しました。 

廃棄物については、社内処理、分別の徹底をはかり社外廃棄物排出量を低減することにより処理費用を削減しました。 
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環境会計 

主な取組み内容 分　　類 
2004年度 

投資額 費用額 

2003年度 

投資額 費用額 

単位：百万円 

１．事業エリア内コスト 
　　１－１　公害防止コスト 
　　１－２　地球環境保全コスト 
　　１－３　資源循環コスト 
２．上・下流コスト 
３．管理活動コスト 
４．研究開発コスト 
５．社会活動コスト 
６．環境損傷コスト 

合　　　計 

 

内
　
訳 

 
大気、水域、臭気の公害防止対策 
省エネルギー対策等 
廃棄物減量化、削減等の対策 
ラベルプリンター、容器包装等の低減 
ISO14001の維持、環境測定等 
環境配慮製品の研究・開発等 
環境団体寄付、地域活動支援等 
特になし 

1,471 
30 

1,431 
10 
0 
2 
1 
0 
0 

1,474

197 
95 
16 
86 
1 
48 
287 
1 
0 

534

123 
84 
34 
5 
0 
8 
22 
0 
0 

153

187 
80 
13 
94 
1 
66 
247 
0 
0 

501

経済効果項目 2004年度 

単位：百万円 

1 

6 

2

リサイクルにより得られた収入 

省エネルギーによる費用削減 

廃棄物削減による費用削減 

 

環境保全コスト 

指標の内容 増減量 単位 効果の内容 2004年度 2003年度 

事業活動に投入する資源に 
関する効果 

事業活動から排出する 
環境負荷および廃棄物に 
関する効果 

エネルギー使用量（原油換算） 
水使用量 
CO2排出量 
SOx排出量 
NOx排出量 
PRTR対象物質の大気排出量 
排出量 
COD排出量 
廃棄物排出量 
廃棄物埋立量 

KL 
千m3 
t 
kg 
kg 
kg 
m3 
kg 
t 
t

21,884 
1,018 
24,478 
63,383 
28,610 
10,604 
765 

3,841 
6,057 
145

21,468 
925 

23,693 
72,786 
27,491 
13,861 
735 

2,698 
6,131 
136

416 
93 
785 

－9,403 
1,119 
－3,257 

30 
1,143 
－74 
9

環境保全効果（物量効果） 

環境保全効果（経済効果） 



当社では、エネルギー、化学物質の使用、水資源等のインプットデータ、および大気や水域への排出物、廃棄物等

のアウトプットデータを把握し、環境負荷の低減に努めています。 

２００４年度は、２００３年度に比べエネルギー使用量が増えていますが、バイオマス発電設備建設工事や生産量

の増加（固形生産量が増加）によるものと考えています。水の使用量は節水に努めた結果、上水道、工業用水、

地下水において減少しています。 

環境負荷低減のまとめ 
 

前年度比 

前年度比 

国内単体 

国内関連会社 

インプット アウトプット 

ハリマ化成 
グループ 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

電　力 

燃　料 

原油換算 

＋5.0％ 

＋0.7％ 

＋1.7％ 

前年度比 

水 上　水　道 

工業用水 

地　下　水　 

－12.2％ 

－14.2％ 

－　8.0％ 

 

125千　 

204千　 

666千　 

前年度比 

原
材
料 116千ｔ 

ハリマ化成 
（工場、オフィス） 

ハリマMID

ハリマ観光 

ハリマメディカル 

セブンリバー 

ハリマ化成商事 

製
　品 229千ｔ ＋2.1％ 

前年度比 

炭
酸
ガ
ス 

前年度比 

前年度比 

25,789ｔ ＋3.0％ 
ＣＯ2

ＳＯx 

ＮＯx 

COD

　　　63ｔ 

29ｔ 

3,841kg

－12.9％ 

＋　4.1％ 

＋42.4％ 

排水量 

834千　 ＋13.5％ 

環
境
負
荷 

水 

前年度比 

2.0千ｔ －5.4％ 

廃
棄
物 

9

＋1.9％ 

 　計 995千　 

22,506GKW 

17,030KL 

22,746KL

－　9.9％ 

環境保全活動 
環境負荷マスバランス 

m
3

m
3

m
3

m
3

m
3



環境負荷低減への取り組み 

　省エネルギー 
２００４年度も、全事業所において省エネ活動に取り組みました。各工場においては、それぞれが活動目標をたて、

小さな事から省エネ活動を実践しました。オフィスでは省エネスタイルでの業務を推進、冷房を抑えることによる

節電に取り組みました。 

２００４年度は、生産量の増加、バイオマス発電設備建設工事等により、化石燃料および電気使用量が微増となりま

した。 
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水揚げポンプがフル運転が必要なのは１０％。
残りの９０％をインバーター化を行い、電気
使用量を削減した。（加古川製造所） 

電気消費量が大きい窒素発生装置の使
用方法を変更することにより、稼動時間
を短縮し、電気使用量を低減した。 
（加古川製造所） 

加温必要設備に蒸気使用量を明示し必
要時のみ通気することで、省エネに繋
げている。（加古川製造所） 

フレーカー出し時の発生ガスを霧化し
たオゾン水と接触させることにより、臭
気成分を分解、脱臭している。（東京工場） 

加温が必要なタンクに手動によるバル
ブ操作で蒸気通気を行っていたが、過
剰に蒸気を使用していた。液温による
自動調節とすることにより過剰な蒸気
を削減した。（加古川製造所） 

既設の炉筒煙管ボイラーを小型貫流ボ
イラー3台に置き換え、ボイラー効率が
向上し、燃料使用量を削減できた。（富
士工場） 

オフィスでの省エネを推進
するためエコスタイルでの
業務を推進。冷房設定温度
を上げることで省電力に取り
組みました。（東京本社） 

１７.９２ １６.８９ 

４.９８ 
４.４４ ４.４４ ４.７３ 

０.１５９ ０.１５８ 
０.１７０ ０.１８０ ０.１７２ 

０ 

５ 

１０ 

１５ 

２０ 

２５ 

３０ 

３０ 

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 
年度 

０.０００ 

０.０５０ 

０.１００ 

０.１５０ 

０.２００ 

化石燃料 
電気 
原単位 

エネルギー使用量と原単位 

＊（　）の数値は、燃料＋電気の合計値を表す 

使
用
量（
原
油
換
算
、千
　
） 

（２３．８１） 
（２２．２６） （２２．３６） （２１．３３） （２１．７３)

原
単
位（
　
／
ｔ
） 

４.６６ 

１７.００ １７.６１ １８.８３ 
k� 

k� 

窒素発生器 
稼動時間を 

毎日3時間短縮！ 

燃料および処理水の霧化媒体を蒸気か
ら圧力空気に変更することにより燃料
使用量を削減した。（茨城工場） 



年度 

バイオ燃料 
48%

化石燃料 
30%

電気 
22%

２５,２６６ 
２４,３７８ ２３,８１１ ２３,１５１ ２４,２４４ 

１７３ １７６ １８１ 
１９７ １８２ 

０ 

１０，０００ 

２０,０００ 

３０,０００ 

４０,０００ 

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 
０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

排出量 
原単位 ＊炭酸ガス排出量は、化石燃料＋電気から発生したもの 

環境負荷低減への取り組み 

当社の２００４年度の燃料使用割合は、下記のとおり

です。使用するエネルギーの約半量をバイオマス燃

料であるトール油副産品で賄いました。 

当社は、操業以来、炭酸ガスにカウントされないバイオ

マス燃料を使用し毎年約３万トン近くの炭酸ガス排出

削減に寄与してきました。２００４年度は、生産量増加

に伴ない炭酸ガス排出量は微増となりました。 
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温暖化防止 
 

熱媒ボイラーや水蒸気ボイラーの燃料として重油、灯油、

トール油副産物を使用しています。これらの燃料を燃

焼させることにより硫黄酸化物（ＳＯｘ）や窒素酸化物

（ＮＯｘ）を大気に排出しています。２００４年度は、ＳＯ

ｘ排出量で低減できました。 

当社のＳＯｘ排出量の９５％が、トール油副産物由来

です。バイオマス発電設備に湿式脱硫装置を設置し

たことにより大幅なＳＯｘ低減が可能となります。 

 

大気・水域への排出低減 
 
 

使用燃料の内訳 炭酸ガス排出量と原単位 

排
出
量（
t
） 

原
単
位（
t
／
t
） 

総排水量 
ＣＯＤ 

８ 

７ 

６ 

５ 

４ 

３ 

２ 

１ 

０ 
２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 

１,０００ 

８００ 

６００ 

４００ 

２００ 

０ 

COD排出量、総排水量 

C
O
D
排
出
量（
t
） 

総
排
水
量（
千
�
） 

０ 

４０ 

２０ 

６０ 

８０ 

１００ 

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 

排
出
量（
t
） 

SOx、NOx排出量 
ＮＯｘ 
ＳＯｘ 

年度 

年度 

バイオマス発電設備に設置された湿式脱硫装置 

８１ 

４２ 

７１ 

３５ 

７１ 

２７ 

７３ 

２９ 

６３ 

４２ 

４.７ ４.７ ４.７ 

２.７ 

３.８ 

７６５ ７３５ 
８３５ ８１８ 

９３０ 
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外部減量化量 

社外排出廃棄物量 

埋立量 

3,113ｔ 

30ｔ 877ｔ 

502ｔ 

465ｔ 

145ｔ 

1,989ｔ 廃棄物発生量 

6,057ｔ 

廃棄物発生量の推移 社外排出廃棄物量の推移 最終埋立量の推移 

循環型社会形成を目指した取り組みの一つとして、廃棄物削減に取り組んでいます。 

廃棄物の発生量を削減し、社外への廃棄物排出量（処理業者への委託量）および最終処分量の削減に注力

しています。 

２００４年度は、廃棄物の発生量は前年度比　１.２％削減、社外への排出廃棄物量は、前年度比　６.７％削減できま

したが、最終埋立量は、前年度比　６.６％の増加になりました。今後、分別の徹底、リサイクルの推進を図ることによ

りさらなる削減に取り組んでいきます。 

廃棄物保管場所の有効利用、作業性向上等を目的として、圧縮減

容梱包器（左端）を導入。短時間で紙袋７０枚、ワンウエイフレコン

５～１０枚が２０ｋｇ程度のブロックに梱包される。（富士工場） 

２００４年度廃棄物フローと結果 

リサイクル 
（紙、新聞） 

サーマル 
リサイクル量 

リサイクル量 
（金属、プラスチック） 

サーマルリサイクル 
925ｔ 

減量化量 
（脱水、焼却） 

６,３６５ ６,１３１ ６,０５７ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 

発
生
量（
ｔ
） 

７,５１７ 

年度 

２４８ 

１９８ 

１３６ 

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 

埋
立
量（
ｔ
） 

１４５ 

年度 

圧縮減容梱包器の活用 

社内処理 

１,９８９ 

０ 

５００ 

１,０００ 

１,５００ 

２,０００ 

２,５００ 

３,０００ 

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 

２,７６８ 

排
出
量（
ｔ
） 

２,２６３ 
２,１３２ 

年度 

環境負荷低減への取り組み 

廃棄物の削減 
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多くの化学物質を使用しているため、それを適正に管理し、化学物質による環境汚染の防止と環境負荷の低減

を図っていくことは企業の社会的責任です。当社は、２００４年４月に化学物質取扱い管理規定の手順書を作成、

自主管理を強化しています。 

カドミウム 鉛 水銀 

特定臭素系難燃剤 六価クロム 

有害物質は 

入れない、使わない、出さない 

Ｃｄ Pd Hg

PBB 
PBDE Cr6+

※鉛入りはんだ 
　のぞく 

化学物質の管理 

自主規制物質として使用禁止物質、使用削減物質、特別管理物質を規定しています。化学物質の管理ランク

の分類は、各種法規制、環境基準、業界の自主基準や国際的な取り決め等によって行いました。 

自主規制物質 
 

自主削減物質のうちＰＲＴＲ対象物質を４物質使用しています。これらのうち２物質について過去４年間の推移

を下図に示しました。ビスフェノールＡは順調に使用量削減しています。鉛の使用量の６～７割は、ドライヤー

（金属石鹸）ですが、２００５年度から生産中止となることおよびはんだペーストも鉛フリー化へと急速に進んでい

ることより近い将来、鉛使用量はゼロになる見込みです。 

削減物質の推移 

近年、国内外の法規制や各企業における化学物質

管理基準が強化され、人体や環境に著しい影響を持

つとされる化学物質の使用を禁止する動きが活発化

してきました。特に、電気・電子機器メーカー各社はＥ

Ｕ指令におけるＲｏＨＳ、ＥＬＶに代表にされる海外法

規制への対応を強化しており、当社に対する要求も大

変厳しいものとなっています。 

このような流れを受けて当社では鉛、六価クロム、カドミ

ウム、、水銀、特定臭素系難燃剤（ＰＢＢ，ＰＢＤＥ）の６

物質について製品への使用を禁止、混入防止に取り

組んでいます。 

使用禁止物質 
 

管理ランク 定　　　　義 物　　　　質 

禁 止 物 質  

削 減 物 質  

新規開発品の原材料として使用禁止 PCB,アスベスト、ポリ塩化ナフタレンなど 

 

アクリロニトリル、フェノール、 
ホルムアルデヒドなど 
 

できるだけ使用しない 
代替等による削減を推進する 

ノニルフェノール、パラオクチルフェノール、 
ビスフェノールA、鉛など 

特定管理物質 
できるだけ使用しない 
排出・移動量の削減に取り組む 
 

１２０ 

１００ 

８０ 

４０ 

６０ 

２０ 

０ 
２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 

４０ 

３０ 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

５０ 

４０ 

はんだ 

ドライヤー 

ビスフェノールＡ取扱量 鉛 取 扱 量  

取
扱
量（
ｔ
） 

 

取
扱
量（
ｔ
） 

 

２１ 
１８ 

７２ 

３２ 

６７ 

３４ 

５５ 

３７ 
３８ 

６８ 
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2004年度環境汚染物質の排出・移動量実績（㎏/年） 
＊ 移動量は、廃棄物中間処理業者への委託量および公共下水への排出量 

大気排出量 
（10,604） 

総排出量 
（10,605） 

環境汚染物質 
排出・移動量 

移動量 
（17,186） 

水域排出量 
（1） 

土壌排出量 
（0） 

商品やサービスを購入する際に、価格や品質だけでなく環境への負荷が小さいものを優先的に購入することを「グ

リーン購入」といいます。２００１年４月、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）

が施行され、国等の機関はグリーン購入を積極的に推進することが義務づけられ、また事業者および国民はでき

るかぎりグリーン購入を行うことが定められています。 

当社では、取り組みを進めるに当たり、重点指定品目を設定し判断基準を定めた「グリーン購入ガイドライン」を設

定しました。この判断基準は国が定めたグリーン購入法基準を参考としています。 

グリーン購入 

下記に当社の２００４年度全事業所の届出データの集約値を示しています。 

２００４年度は、ＰＲＴＲ対象物質３５４物質のうち５３種類の化学物質を取り扱いました。 

ＰＲＴＲ法に基づく２００４年度の実績は以下の通りです。 

ＰＲＴＲ物質の管理 
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大気排出量の内訳 

化学物質名 排出量 
大気（�） 

移動量 
（�） 

排出量 
大気（�） 

移動量 
（�） 

排出量 
大気（�） 

移動量 
（�） 

１．７ 

７．７ 

１．１ 

１０５．５ 

０．０ 

４，２６８．７ 

０．８ 

１．０ 

１．４ 

３，５５７．５ 

０．４ 

１９．０ 

９１．０ 

９２．０ 

１１，５５６．５ 

０．０ 

０．０ 

１．３ 

０．３ 

８６．２ 

９．１ 

１０．０ 

１．２ 

１．０ 

５．０ 

２．４ 

９２．０ 

０．２ 

１．４ 

１９，９１４．４ 

１３.９ 

０．９ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

１０４，５００．０ 

０．０ 

０．０ 

２７．２ 

１０４，５００．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

２１，０００．０ 

６９．０ 

２０．０ 

０．０ 

０．０ 

６６６．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

２３０，７８３．１ 

１.１ 

０．７ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

５，７００．０ 

０．０ 

０．０ 

９．７ 

５，４００．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

５，３００．０ 

１３０．０ 

７.６ 

０．０ 

０．０ 

６３８．４ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

１７,１８６.４ 

０.０ 

整理 
番号 

ＰＲＴＲ届出数値 

２００２年度 

１．６ 

６．８ 

１．０ 

９３．４ 

０．０ 

３，１５８．０ 

０．３ 

１．６ 

２．５ 

２，６４８．０ 

０．３ 

１８．０ 

８２．０ 

６８．０ 

７，５８０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．３ 

８８．３ 

４．３ 

９．２ 

１．３ 

０．３ 

４．８ 

１．１ 

８９．０ 

０．１ 

０．５ 

１３，８６０．７ 

１.０ 

２００３年度 ２００４年度 

メタクリル酸 
メチル０.９%

その他３.１%ホルムアルデヒド０.９%

大気 
排出量 
１０.６t

キシレン 
４５.９%

トルエン 
４９.２%

２ 

３ 

４ 

７ 

２９ 

４０ 

４３ 

４６ 

５９ 

６３ 

１０１ 

１０２ 

１７７ 

２２４ 

２２７ 

２３０ 

２４２ 

２６６ 

２７２ 

３１０ 

３１２ 

３１３ 

３１４ 

３１５ 

３１８ 

３１９ 

３２０ 

３５５ 

３３８ 

 

１７９ 

０．４ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．２ 

２４，５８０．０ 

０．０ 

０．０ 

１３．２ 

２４，５８０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

２２，３００．０ 

９４．０ 

１５．０ 

０．０ 

０．０ 

６２０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

０．３ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

７２，２０３．１ 

０.０ 

１.６ 

１１.０ 

３.６ 

９１.７ 

０.０ 

２,５５６.０ 

０.０ 

２.１ 

１.１ 

２,３１４.０ 

９.２ 

３７.０ 

９７.０ 

５４.０ 

５,２２０.０ 

０.０ 

０.０ 

０.０ 

０.３ 

９０.５ 

１.６ 

１０.０ 

１.４ 

０.３ 

４.８ 

０.６ 

９７.１ 

０.０ 

０.０ 

１０,６０４.９ 

０.０ 

 

１３.９ 
１０.６ 

２０ 
１８ 
１６ 
１４ 
１２ 
１０ 
８ 
６ 
４ 
２ 
０ ２００２ ２００３ ２００４ 

１９.９ 

大
気
排
出
量（
ｔ
） 

年度 

計 

 

大気排出量の大部分は、トルエン、キシレンで、全体の９７％を占めています。キシレン、トルエンの使用量削減およ

び排出量削減に重点的に取り組んだ結果、全体の大気排出量は、前年比３０％削減できました。 

＊キシレンには、エチルベンゼンも含めています。 

ＰＲＴＲ物質の排出量 
 
 

アクリルアミド 

アクリル酸 

アクリル酸エチル 

アクリロニトリル 

ビスフェノールＡ 

エチルベンゼン 

エチレングリコール 

エチレンジアミン 

パラオクチルフェノール 

キシレン 

酢酸2エトキシエチル 

酢酸ビニル 

スチレン 

1.3.5トリメチルベンゼン 

トルエン 

鉛およびその化合物 

ノニルフェノール 

フェノール 

フタル酸ビス（2－エチルヘキシル） 

ホルムアルデヒド 

無水フタル酸 

無水マレイン酸 

メタクリル酸 

メタクリル酸2－エチルヘキシル 

メタクリル酸2-ジメチルアミノエチル 

メタクリル酸ノルマルブチル 

メタクリル酸メチル 

αメチルスチレン 

メチル1.3フェニレンジイソシアネート 

 

ダイオキシン類 
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環境配慮製品の開発 

1. 鉛フリーはんだの開発 
 
 

 

電子機器製品の小型化、高速化、デジタル化が進む中、

地球環境に優しい物づくりが要求されています。当

社では「クリーン（環境）＆ファイン（小型化、高機能化）」

をコンセプトに、他社に先駆け鉛を使わないはんだ（鉛

フリーはんだ）の開発を進めてまいりました。 

このような状況の中、当社の開発商品は世界初の鉛

フリーはんだを使用した電子機器（松下電器産業製：

１９９８年）に採用されて以来、ＰＤＰ、ＤＶＤ、ノートパソ

コン等、数多くの機種に

国内はもとより海外でもご

使用いただいております。 

当社では多様化するニー

ズに応えるべく環境配

慮型製品の更なる開発

を進めてまいります。 

 

 

 

　　  

当社のアルミニウムろう付け材料は、車載用アルミニウ

ム製熱交換器の製造コストを大幅に低減させたばか

りでなく、より精密なろう付けを可能にすることができま

した。その結果、熱交換器の重量が大幅に低減でき、

自動車の燃費向上に役立ち、炭酸ガス排出量の削

減に役立っております。また車載用エアコンの熱交換

器に用いられる冷媒の使用量も低減できるため、地

球温暖化の

抑制に貢献

しています。 

 

 

 

 

 

 

金属ナノ粒子はその平均粒子径が１～１００ナノメート

ル（１ナノメートルは１メートルの１０億分の１）の大きさ

の非常に小さな金属粒子です。このナノペーストを

用いた配線形成方法は環境に対して、以下の二つ

の優れた特徴があります。 

１）これまでの微細配線形成方法であるフォトリソグラ

フィーは金属箔から配線部だけを削り出すプロセ

スであるため、多大な金属廃液処理コストがかかっ

ていましたが、本方法では廃液がほとんど出ません。 

２）また配線部のみ

に金属を印刷

するプロセスで

あることから、高

価な貴金属の

使用量を削減

すること、貴重な

資源の有効利

用が可能となり

ます。 

これらのことから環境に優しい材料として、電子材料

分野への用途展開が進められています。 

 

 

 

印刷インキには各種の石油系溶剤が使用されており、

芳香族およびその他の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）

による環境負荷や石油資源の消費などの問題が付

随しています。この問題に対応するため、国内ではエ

コマーク基準の制定と改訂が行われ、アロマフリー化

（芳香族成分を含まない）と低ＶＯＣ化が進んでいます。 

当社では大豆油を使用したインキ用ワニスの製品開

発をはじめ、これら環境配慮型印刷インキに適したイ

ンキ用樹脂の開発は勿論のこと、生産においても、エ

ネルギーの有効活用をはかり、地球温暖化の一因と

考えられる炭酸ガスの発生を低減するために、樹脂

合成からワニス化までの効率的な一貫生産を進めて

います。 

 

 

配線幅７０ミクロン 

 

2. アルミニウムろう付け材料 
 
 

4. 環境配慮型印刷インキ用樹脂 
 
 

3. 金属ナノ粒子 



環境配慮製品の開発 

5. 紫外線硬化型樹脂 

6. 環境配慮型塗料用樹脂 

 

紫外線硬化型樹脂は有機溶剤を稀釈剤として使用

しないことからＶＯＣ（揮発性有機化合物）を含みま

せん。当社が開発した印刷インキ、塗料、木工、電子

材料用の紫外線硬化樹脂は揮発性物質の大気放

出による環境負荷を低減します。 

 

 

現在でも一般に塗料は芳香族系溶剤を大量に使用

していますが、当社では芳香族系に比べてマイルドな

弱溶剤を使用した高機能のアクリル樹脂やエポキシ

樹脂を開発しております。さらに、ＶＯＣを大幅に削減

したハイソリッド型樹脂、必要最小量の溶剤を使用し

た水系樹脂、ＶＯＣを全く含まない紫外線硬化樹脂

の開発などに注力しています。 

また、鉛およびクロムを含まない樹脂、そしてホルマリン

放散対策を可能にした酸化重合乾燥型の樹脂も好

評で環境負荷

の低減に貢献

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

溶剤を含有した粘接着剤が多く使用されていました

が、地球環境保護が叫ばれている昨今、建材用、室

内用あるいは自動車用の粘接着剤も、エマルション

型の様な水媒体中に分散させた水系タイプに変わっ

てきています。 

当社も、無溶剤、ノンホルマリン、ＶＯＣフリーのロジン

系エマルション型粘着付与剤樹脂を開発しており、

更に内分泌攪乱物質の疑いのあるアルキルフェノー

ル系界面活性剤も使用していないため、環境ホルモ

ンにも対応した完全環境配慮型粘着付与剤樹脂と

言えます。 

 

 

 

 

 

 

日本の古紙利用率（紙・板紙生産量に占める古紙消

費量の割合）は、２００４年度も６０.３％と増加を続けて

おり世界の最高水準となっています。  

このような環境対応の動きに沿って、当社では紙の

強度を高める紙力増強剤の組成、構造を精密に制

御する技術開発を進め、古紙配合率が高く、さらに

は省資源を目的とした抄紙系用水のクローズド化に

より水質条件が厳しくなった板紙抄造系においても、

紙力だけでなく、濾水性の向上効果によりお客様の

生産性向上に貢献しております。 

当社の基盤原料であり、再生可能な資源であるトー

ルロジンを有効に利用したエマルションサイズ剤にお

いては、古紙からインキを取り除いた脱墨パルプに対

して優れたサイズ性（にじみ止め性）を付与できる商

品の開発を進めています。 

 

7. 完全環境配慮型粘着付与剤樹脂 
 
 

8. 　製紙用薬品 
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従来品 開発品 

古紙を原料とした紙でも、開発した表面サイズ剤を塗工 
することでインクジェット印刷でにじみが生じない 



当社はかねてより危険予知トレーニグ（ＫＹＴ）、指差呼称、５Ｓ運動、ヒヤリ・ハットなどの安全活動を実施しています。

その結果、加古川製造所において２００４年１１月１２日休業無災害日数１，５００日を達成し、継続中です。 

安全意識の高揚 

安全教育 

新入社員教育 

０ 

５ 

１０ 

１５ 

２０ 

２５ 

３０ 件
数 

９５ 

０ 

２７ ２６ 
２３ 

１８ １８ １８ 

１３ 
１１ 

１３ 
１６ 

０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ 

９６ ９７ ９８ ９９ ０ ０１ ０２ ０３ ０４ 
年度 

事故発生件数推移表 
人身事故（休業） 
事故発生件数 

事例を用いてのＫＹＴ発表会。 
２００４.６.３０ 

全国安全週間の一貫としてリスク管理をテー
マに安全講演会を行った。２００４．７．５ 

KYTを通じて危険予知の訓練を実施。 安全推進委員指導のもと、放水操作の実習を行った。２００４．４．７ 

全国労働衛生週間の一貫として成人病、が
んについて病院医師による講演会を行った。
２００４．１０．８ 

秋の全国交通安全運動期間中に交通安全ビ
デオを見て安全意識の高揚を図った。 
２００４．９．２４ 

立哨を通じて従業員の安全意識向上を図った。
２００４.４.６ 

社会とのかかわり 
安全衛生活動 
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１２月６日に加古川製造所において総合防災訓練を実施しました。当日は、加古川消防本部、

加古川警察署の協力を得、地元住民およびメディアの視察のもと訓練を行いました。 

総合防災訓練 

地域とのかかわり 

近隣小学校の工場見学。２００４.１１.５ 

PHSを通報道具として用い、離れて
いても指示命令が迅速に伝達でき
るよう取り組んでいます。 

人工呼吸、心臓マッサージ等につい
て応急手当の訓練を実施した。 

近隣消防署によるはしご車を使った負傷者の救
出訓練を行った。 

トライやる・ウイーク近隣中学生の体験学習。
２００４.６.７～１１ 

専門学校生の工場見学。２００４.１１ 

インターンシップ、近隣高校からの体験学習。
２００４.１０.８～１２ 

加古川市綾南エリアでは、ウオーキングを通じて地域を知るふれあいウオーキングが実施され、
その一貫として当社加古川製造所を見学された。２００４.６.２７ 

年末恒例の工場周辺の清掃を実施した。
２００４.１２.２９ 

環境月間の期間に工場周辺の清掃を実施した。２００４.６.１４ 

社会とのコミュニケーション 
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20

社会とのコミュニケーション 

地域とのかかわり 

近隣学校対象環境取り組み説明会実施 

地域経済活性化の一助として加古川異業種交流会では、業種の壁を越えたあらゆる情報の交換に取り組んでいます。相互の工場施設
の見学およびデスカッションを通じて事業の取り組み等の意見交換を行いました。 

加古川製造所に隣接する公民館において高齢者大学が開設されています。学習課題の一つとして地域企業から学ぶことを積極的に取
り入れ、見学に来られました。環境への取り組みを中心に説明会を行いました。 

近隣の小学生を当社加古川製造所に招待し、工場見学および環境についての話を楽しんでいただきました。 

後日の感謝の手紙から、子供たちの環境に対する意識が高まったことを感じました。　（２００４年１１月５日） 
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ハリマ化成　国内事業所 

データ集 
事業所別環境負荷データ 

東京工場 四国工場 

茨城工場 

富士工場 仙台工場 

電気　　　原油換算 

化石燃料　原油換算 

炭酸ガス 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量 

移動量 

項　目 

 
単位 

KL 

KL 

CO2-ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

� 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

０３/０４増減 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 

電気　　　原油換算 

化石燃料　原油換算 

炭酸ガス 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量 

移動量 

項　目 

 
単位 

KL 

KL 

CO2-ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

� 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

０３/０４増減 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 

電気　　　原油換算 

化石燃料　原油換算 

炭酸ガス 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量 

移動量 

項　目 

 
単位 

KL 

KL 

CO2-ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

� 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

０３/０４増減 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 

電気　　　原油換算 

化石燃料　原油換算 

炭酸ガス 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量 

移動量 

項　目 

 
単位 

KL 

KL 

CO2-ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

� 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

０３/０４増減 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 

加古川製造所 北海道工場 
所 在 地　兵庫県加古川市野口町水足６７１－４ 
電話番号　０７９４－２２－３３０１ 

２,５１９ 

１２,１１０ 

７,８９３ 

２０,１００ 

７０,６００ 

３９７,６６０ 

１,２３３ 

２,５２１ 

１,３１０ 

１２３ 

４,４４７ 

７,６９４ 

 

２,５０１ 

１３,０５３ 

８,０９９ 

２７,３００ 

６９,４００ 

４８４,３３６ 

１,８８９ 

２,６８１ 

１,２９６ 

１４４ 

６,２６５ 

９,４６９ 

 

２,５８３ 

１２,４７９ 

７,８９８ 

３８,４００ 

６５,８００ 

４５６,２９９ 

２,０４０ 

２,４５５ 

１,１２９ 

１７１ 

９,５９９ 

８,９１０ 

 

７％ 

０％ 

４％ 

３％ 

－１３％ 

２％ 

１２％ 

７％ 

１０％ 

－１１％ 

－１５％ 

－５％ 

 

２,６８８ 

１２,１０５ 

８,２０６ 

２０,８００ 

６１,４００ 

４０５,９１０ 

１,３８０ 

２,６９０ 

１,４３９ 

１１０ 

３,８００ 

７,３３０ 

 

所 在 地　宮城県岩沼市末広１－２－１ 
電話番号　０２２３－２２－１２０１ 

５２ 

９５ 

３２９ 

１９５ 

１２６ 

２,１０９ 

７０ 

３８ 

３０ 

０ 

２．１ 

０ 

５０ 

９４ 

３２３ 

１９３ 

１０４ 

１,６３０ 

１７５ 

３１ 

２４ 

１０ 

０．５ 

０ 

５６ 

１２０ 

３９９ 

２４８ 

１,３２４ 

１,５６５ 

１４２ 

３４ 

１９ 

０ 

０．４ 

０ 

０％ 

５％ 

４％ 

６％ 

６％ 

－１５％ 

－４９％ 

１６％ 

２０％ 

０％ 

６７％ 

０％ 

 

５２ 

１００ 

３４３ 

２０６ 

１３４ 

１,７９２ 

３６ 

４４ 

３６ 

０ 

３．５ 

０ 

所 在 地　愛媛県四国中央市村松町３６５－１ 
電話番号　０８９６－２４－１００１ 

２８ 

６６ 

２１８ 

１３７ 

５５３ 

５３,５６７ 

５４ 

１１ 

１１ 

１ 

１８ 

０ 

３０ 

８０ 

２５６ 

１６４ 

３０９ 

５１,７１９ 

１５５ 

１７ 

１６ 

１ 

２５ 

０ 

２４ 

６８ 

２１６ 

１４１ 

８４１ 

５４,３５３ 

１０９ 

１５ 

１４ 

１ 

４１ 

０ 

７％ 

０％ 

１％ 

０％ 

２７％ 

２％ 

１０２％ 

－４５％ 

－４５％ 

０％ 

０％ 

０％ 

 

３０ 

６６ 

２２１ 

１３７ 

７０４ 

５４,４７６ 

１０９ 

６ 

６ 

０ 

１８ 

０ 

ハリマ化成オフィス関連 
集計範囲　大阪本社、東京本社、筑波研究所、名古屋営業所、中国営業所 

電気　　　原油換算 

炭酸ガス 

廃棄物発生量 

 

項　目 単位 

KL 

CO2-ｔ 

ｋｇ 

０３/０４増減 ２００３年度 ２００４年度 

１３５ 

２００ 

７,３７５ 

１６％ 

１７％ 

－２０％ 

１５７ 

２３３ 

５,９１０ 

電気　　　原油換算 

化石燃料　原油換算 

炭酸ガス 

排水量 

廃棄物発生量 

リサイクル量 

項　目 ０３/０４増減 ２００３年度 ２００４年度 

国内関連会社 
集計範囲　ハリマ観光、ハリマメディカル、セブンリバー、ハリマ化成商事 

所 在 地　静岡県富士市比奈３１１－９ 
電話番号　０５４５－３８－２２５４ 

電気　　　原油換算 

化石燃料　原油換算 

炭酸ガス 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量 

移動量 

項　目 

 
単位 

KL 

KL 

CO2-ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

� 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

０３/０４増減 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 

１,１６７ 

２,５５０ 

８,４６０ 

３,７３７ 

７４ 

１５８,４００ 

５３９ 

１,６８５ 

４３７ 

０ 

２０３ 

４０,０３９ 

１,１４２ 

２,４４９ 

８,１５４ 

３,５９７ 

１７ 

１５７,５００ 

１,４４９ 

１,６８７ 

５０２ 

０．３ 

２１３ 

１９８,０６４ 

１,１７５ 

２,４６８ 

８,１７８ 

３,６５３ 

１６ 

１５７,４４０ 

１,７１６ 

２,６８５ 

１,０４２ 

１３ 

８９２ 

１３０,１２２ 

１０％ 

４％ 

５％ 

９％ 

－７４％ 

２３％ 

２７％ 

－１１％ 

－４７％ 

０％ 

７％ 

－９０％ 

１,２８９ 

２,６４１ 

８,８５２ 

４,０８０ 

１９ 

１９４,７３０ 

６８２ 

１,５０６ 

２３３ 

１３ 

２１８ 

３,９２６ 

所 在 地　埼玉県草加市稲荷６－１８－１ 
電話番号　０４８－９３１－４３１１ 

電気　　　原油換算 

化石燃料　原油換算 

炭酸ガス 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量 

移動量 

項　目 

 
単位 

KL 

KL 

CO2-ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

� 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

０３/０４増減 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 

４２６ 

１,３３０ 

４,２２２ 

２,１３３ 

８６３ 

７５,９３７ 

３３４ 

１,３２９ 

２８６ 

０ 

４,１４７ 

２２,１９０ 

４６１ 

１,４２６ 

４,５４１ 

２,１９７ 

８９９ 

９７,４１９ 

３８０ 

１,４６８ 

３２２ 

７ 

７,６５４ 

２４,４５０ 

５０２ 

１,６１６ 

５,０９１ 

２,４０９ 

９８６ 

１０８,７９２ 

５４４ 

１,８５１ 

４５６ 

２４ 

２２９ 

１６５,７４２ 

０％ 

－３％ 

－２％ 

－５％ 

－４％ 

－９％ 

－１５％ 

－１％ 

－１７％ 

０％ 

－２２％ 

－７３％ 

４２５ 

１,２９０ 

４,１１８ 

２,０２０ 

８２７ 

６９,４６７ 

２８５ 

１,３１８ 

２３８ 

０ 

３,２４４ 

５,９３０ 

所 在 地　茨城県稲敷郡阿見町大字香澄の里１３－１ 
電話番号　０２９－８８９－２９１１ 

電気　　　原油換算 

化石燃料　原油換算 

炭酸ガス 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量 

移動量 

項　目 

 
単位 

KL 

KL 

CO2-ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

� 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

０３/０４増減 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 

１５２ 

４９４ 

１,５６８ 

６７９ 

４３９ 

４５,６１６ 

２０１ 

４６０ 

１０ 

０ 

４,９８３ 

０ 

１５３ 

５０２ 

１,５９１ 

６９５ 

４５０ 

４０,２９７ 

２０６ 

４１２ 

２０ 

０ 

５,１１９ 

０ 

１５５ 

４３２ 

１,３８９ 

６７４ 

４３８ 

３７,１９０ 

１７９ 

４３８ 

５３ 

１ 

５,７７８ 

０ 

１％ 

－３％ 

－３％ 

５％ 

－１４％ 

－２３％ 

－３０％ 

－１７％ 

１０％ 

０％ 

－３５％ 

０％ 

１５４ 

４７９ 

１,５２７ 

７１２ 

３７９ 

３５,２９６ 

１４１ 

３８１ 

１１ 

０ 

３,２５２ 

０ 

所 在 地　北海道白老郡白老町字石山２７－５ 
電話番号　０１４４－８３－２２０５ 

９７ 

２４８ 

８０３ 

５１０ 

１２４ 

１,９８４ 

５３６ 

８７ 

３０ 

８ 

６５ 

２,３００ 

１００ 

３２０ 

１,０００ 

６５９ 

１６０ 

２,２０４ 

４４１ 

６９ 

６９ 

３５ 

６３８ 

０ 

１６１ 

４２２ 

１,３５１ 

８６９ 

２１１ 

－　　 

－　　 

３９ 

３８ 

３８ 

６３８ 

０ 

－９％ 

２８％ 

２２％ 

２８％ 

－６５％ 

５６％ 

１２５％ 

３０％ 

８７％ 

１６３％ 

６％ 

０％ 

８８ 

３１８ 

９７７ 

６５５ 

４３ 

３,０９８ 

１,２０８ 

１１３ 

５６ 

２１ 

６９ 

０ 

８７０ 

２６ 

１,３５６ 

８４,２９９ 

１４７ 

６６ 

－４％ 

１５％ 

－３％ 

－２０％ 

０％ 

５％ 

８３３ 

３０ 

１,３１１ 

６７,７０８ 

１４７ 

６９ 

単位 

KL 

KL 

CO2-ｔ 

� 

ｔ 

ｔ 
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環境年表 

ハリマ化成　環境への取り組みの歩み 国内外の動き 

会社設立 

 

わが国初のトール油精留プラント完成 

 

 

 

 

クローズドシステムのトール油精留プラント完成 

（大阪証券取引市場第二部に上場） 

 

 

（東京証券取引市場第二部に上場） 

（新社名「ハリマ化成株式会社」） 

省エネルギー優良工場表彰を受ける（加古川製造所） 

 

アロマフリー対応インキ用樹脂開発 

鉛フリーはんだの共同研究スタート 

兵庫労働基準局長賞（努力賞）受賞（加古川製造所） 

静岡労働基準局長賞（努力賞）受賞（富士工場） 

　 

 

品質保証室設置ＩＳＯ９００１取得へ活動開始 

ＩＳＯ９００１取得 

鉛フリーはんだ、民生機で世界初の実用化 

 
ＩＳＯ９００１全社取得 

ＩＳＯ１４００１取得（加古川製造所） 

 

 

エネルギー管理優良工場表彰を受ける（加古川製造所） 

ＩＳＯ１４００１取得（富士工場） 

 
初めての環境報告書作成とホームページ掲載 

ＩＳＯ１４００１取得（東京工場） 

ＩＳＯ１４００１　加古川、富士、東京工場システム統合 

 

バイオマスボイラー完成 

 

 

 

水俣病（有機水銀中毒）発生 

 

四日市市で喘息患者多発 

公害対策基本法制定 

（以降、大気汚染防止法、水質汚濁防止法など制定） 

国連人間環境会議で「人間環境宣言」採択 

瀬戸内海環境保全臨時措置法制定（１９７８年恒久法化）

オゾン層保護条約「ウィーン条約」採択 

オゾン層を破壊する物質に関する「モントリオール議定書」採択 

ＩＳＯ９０００シリーズ発効 
 

有害廃棄物の越境規制条約（バーゼル条約） 

　 
再生資源利用促進法制定（リサイクル法） 

地球サミットにおいて「環境と開発に関するリオ宣言」採択 

　 
環境基本法制定 

　 

 

 
容器包装リサイクル法制定 

ＩＳＯ１４００１発効 

京都議定書採択（ＣＯＰ３京都会議） 

特定家庭用機器再商品化法制定（家電リサイクル法） 

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正（省エネ法） 

地球温暖化対策推進法制定 

ＰＲＴＲ法制定、ダイオキシン類対策特別措置法制定 

グリーン購入法制定     

循環型社会形成推進基本法制定 

「環境報告書ガイドライン」発表     

土壌汚染対策法制定 

建設工事に係わる資材の省資源化に関する法律施行   

エネルギー政策基本法公布     

土壌汚染対策法施行 

循環型社会形成推進基本計画策定 

改正化審法施行 

京都議定書発効 

自動車リサイクル法施行 

改正大気汚染防止法の施行 

ＲｏＨＳ規制 

年 

１９４７ 

１９５３ 

１９５８ 

１９６１ 

 
１９６７ 

 
１９７２ 

１９７３ 

１９８５ 

 
１９８７ 

  

１９８９ 
 

１９９１ 

１９９２ 

 
１９９３ 

 

１９９４ 
 

１９９５ 

１９９６ 

１９９７ 

 

１９９８ 

 

１９９９ 

 
２０００ 

 
２００１ 

 

２００２ 

 

２００３ 

２００４ 

 

 
２００５ 

 

 ２００６ 



桂林播磨化成有限公司 

プラズミン・テクノロジー,INC.

ハリマテック,INC.事務所 
（シリコンバレー） 

ハリマ・ド・ブラジル・インダストリア・ 
キミカLTDA. サンパウロ事務所 

ハリマ・ド・ブラジル・インダストリア・ 
キミカLTDA. 本社工場 

レジテック・インダストリア・キミカLTDA.

ハリマ USA,INC. 
ハリマテック,INC.

杭州杭化播磨造紙化学品有限公司 

ハリマテック マレ－シア  
Sdn.Bhd.

杭州播磨電材技術 
有限公司 

北海道工場・営業所 

仙台工場・営業所 

茨城工場 

東京本社・営業所 
 

東京工場 

富士工場・営業所 

名古屋営業所 

大阪本社・営業所 
 

加古川製造所・中央研究所 

四国工場・営業所 

中国営業所 

筑波研究所 
 

�国内拠点 

�海外拠点 



内容に関するお問い合わせ先 

環境品質管理室 
　http://www.harima.co.jp 
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